別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名:消費者被害未然防止啓発事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　環境生活部　環境生活政策課　消費生活担当　電話番号：058-272-1111（内　2389）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：13,974千円（前年度予算額：9,500千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　消費者被害の未然防止を図るための悪質商法の手口及びその対処方法や、消費者トラブルに巻き込まれた際の相談窓口の広報を以下のとおり実施する。
(1) 新聞広告

消費者ホットライン及び県の消費生活相談窓口の電話番号周知のほか、悪質商法の手口、その対策、契約に関する基礎知識等の周知により、消費者被害の防止を図る。

掲載：新聞紙２紙（各３回ずつ）
内容：朝刊・県内版　全５段

(2) 消費者トラブル防止ＰＲ啓発物品の配布

独居老人の世帯（約３万世帯）に対し消費者トラブル防止を呼びかける啓発物品（通帳・保険証カバー）を配布し、高齢者の被害の未然防止を図る。

(3) バス車体側面への広告掲載

県内路線バスの車体側面に、消費者ホットラインの電話番号及び県のＨＰ　　　（「岐阜県消費者の窓」）を掲示した広告を掲出する。

広く県民に周知できるよう複数のバス会社を組み合わせて都市部のみならず山間部における広報を行う。
新(4) タウン誌への広告掲載
　　　県内各圏域で発行されるタウン誌に、各圏域市町村の消費生活相談窓口の電話番
　　　号等を掲示した広告を掲出する。　　　　　　　　　　

	２　所要経費


(1)新聞広告　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,455千円
(2)消費者トラブル防止ＰＲ啓発物品の配布 　　　　 3,300千円
(3)バス車体側面への広告掲載 　　　　　　　　　　 4,056千円

(4)タウン誌への広告掲載　　 　　　　　　　　　　 2,163千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
５ 安心してモノや食品を買い、消費できる地域をつくる
・消費者被害の未然防止・拡大防止を図るため、若者や高齢者を対象とした消費生

　活出前講座、高齢者世帯訪問事業などを行う
	２　これまでの取組状況


　県民が消費者トラブルに巻き込まれないよう、また、巻き込まれた場合の相談先などについて、ラジオ・スポットＣＭ、新聞広告、啓発用物品の作成・配布等を行ってきた
	３　これまでの取組に対する評価


　消費者トラブルの未然防止のための消費者へ注意喚起を促す啓発、消費者が被害に遭った場合に泣き寝入りすることがないよう相談窓口の周知はいずれも必要であり、継続して広報啓発を行う。
	決定額の考え方


　平成２３年１月から実施しているバス車体側面への広告掲載については、現段階では効果が明らかでないため、継続して掲載する台数分だけを計上します。
	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	9,500
	
	
	
	
	
	
	
	9,500

	要求額
	13,974
	
	
	
	
	
	
	
	13,974

	決定額
	11,400
	
	
	
	
	
	
	
	11,400


　　　【消費者行政活性化基金充当事業】






